
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 ５２８－２ ごみ不法投棄防止対策事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 04 衛生費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

26 環境問題などに協働して取り組む
項 01 保健衛生費

啓発活動の実施 箇所
目標 ― 目標 6

6 6
目 04 環境対策費 実績 実績 6

施　策 3 不法投棄防止対策の推進
細目 101 環境保全対策事業

啓発関連用品の配布 個
目標 ― 目標 2,000

4,000 4,000
細々目 01 環境保全対策事業 実績 実績 2,000

基本計画該当頁 114 行革大綱の重点事項番号 1
不法投棄禁止看板の設置 箇所

目標 ― 目標 100
ー ー

担当部課
コード １００２００ 評価者

氏　名
鹿島泰近 連絡先

22 - 9637 実績 実績 100

名称 生活環境部環境政策課 (内線) 2530

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

市内の環境
不法投棄防止につながる。

啓発活動の実施 啓発を行うことで意識改革を図る 箇所
目標 目標 6

6 6
実績 実績 6
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、伊賀市ごみポイ捨て防止条例

開始年度 平成 18 年度
関連事業 環境パトロール事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
・「ごみ不法投棄監視ウィーク」の取り組み
　１．市内大型店舗等での街頭啓発の実施
　２．ケーブルテレビや広報いが、広報車を通じての啓発活動
　３．不法投棄禁止看板の設置

年度年度 平成

状
況
変
化
等

提言「都市と環境ー美しい日本、持続可能な社会をめざし
て」を受けて平成１７年６月に行われた全国市長会議にお
いて、「５の行動目標」が定められた。この目標の１に「全
国不法投棄監視ウィーク」の創設があり、平成１８年度か
ら取り組みが始められた。

必要性

評価項目

3

ポイント 評価項目についてのコメント
市内には、森林が多く不法投棄が後をたたないため、自治組織と協働して多くの市民に働きかける啓発活動は市として必
要である.

有効性 3
市外からも不法投棄されることもあるため、全国一斉に実施される期間中の啓発活動は、効果的であるが、不法投棄を抑
制するまでには、至っていない。

達成度 4
１８年度はほぼ計画通り実施できた。

効率性 3
啓発に関係する経費のみに縮小しているが、その内容の見直しによってはコスト低下を図ることが期待できる。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ｃ

総合評価

現状維持

事業の方向性

評価をすることができる一定の期間は継続すべきである。しかしながら、啓発の方法であるとか、他の有効な事例研究を怠りなく進め、
常に啓発活動の改善を念頭において事業を進める。さらに、こうした取り組みは、市民と協働して取り組む課題であり、住民自治協議会
による自主的な取り組みを阻害するようなことにならないように注意すべきである。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
消耗品費 159 消耗品費 40 消耗品費 40 消耗品費 40 消耗品費 40
燃料費 110 燃料費 108 燃料費 108 燃料費 108 燃料費 108

工事
印刷製本費 133 印刷製本費 140 印刷製本費 140 印刷製本費 140 印刷製本費 140
手数料 138
備品購入費 163

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 703 事業費計(A) 　 Σ 288 事業費計(A) 　 Σ 288 事業費計(A) 　 Σ 288 事業費計(A) 　 Σ 288

事業投入人員 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 0 1,423 1,008 1,008 1,008 1,008

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 0 703 288 288 288 288

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 0 703 288 288 288 288
計 0 703 288 288 288 288

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	不法投棄

